
島根県森林整備工事入札参加資格審査要綱

制定 平成18年1月6日 島根県告示第11号

改正 平成18年3月17日 島根県告示第257号

改正 平成19年5月29日 島根県告示第466号

改正 平成25年12月20日 島根県告示第2557号

改正 令和2年7月17日 島根県告示第124号

改正 令和3年3月12日 島根県告示第190号

改正 令和3年6月18日 島根県告示第218号

島根県森林整備工事入札参加資格審査要綱を次のように定める。

島根県森林整備工事入札参加資格審査要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第16

7条の11第２項の規定に基づき、県が発注する森林法（昭和26年法律第249号）第41条第１項

に基づく治山事業における森林整備工事の請負契約に係る簡易型一般競争入札又は指名競争

入札（以下「入札」という。）に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」とい

う。）、その審査その他必要な事項について定めるものとする。

（入札参加資格）

第２条 入札には、次に掲げる要件を満たすことを知事が認定した者（以下「入札参加資格

者」という。）でなければ参加することができない。

⑴ 以下のいずれかの要件を満たす者

ア 森林組合法（昭和53年法律第36号）に規定する森林組合

イ 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第45号）第５条第１項の規定に

より労働環境の改善、募集方法の改善その他の雇用管理の改善及び森林施業の機械化そ

の他の事業の合理化を一体的に図るために必要な措置についての計画（以下「改善措置

計画」という。）を作成し、島根県知事の認定を受けた事業主

ウ 森林経営管理法（平成30年法律第35号）第３６条第２項に基づき公表された事業体

（意欲と能力のある林業経営者）

⑵ 森林整備に関する指導監督、施工管理及び安全管理を確実に行うことができ、かつ、次

のいずれかの資格を有する者（以下「技術職員」という。）を雇用している者

ア 技術士法（昭和58年法律第25号）に基づく技術士（森林部門に限る。）

イ 森林法に基づく林業普及指導員又は森林法の一部を改正する法律（平成16年法律第20

号）による改正前の森林法第187条第５項の林業改良指導員資格試験に合格した者

ウ 一般社団法人日本森林技術協会の定める林業技士（林業経営部門に限る。）の登録を

受けている者

エ しまね林業士制度（資格試験）実施要領（平成30年3月7日付け林第1094号）第7に基づ

き准しまね林業士又はしまね林業士（初級・中級・上級）の登録を受けている者



オ 林業に関する学科を修めた者であって、森林整備の施工に関し学校教育法（昭和22年

法律第26号）による高等学校の卒業後５年以上（同法による大学又は高等専門学校を卒

業した者にあっては、卒業後３年以上）の実務経験を有するもの

カ 島根県立農林大学校の林業科を修めた者であって、３年以上（１年制を卒業した者に

あっては４年以上）の実務経験を有する者

キ 森林整備の施工に関し10年以上の実務経験を有する者

⑶ 次に掲げる要件を満たす専ら森林の整備に従事する林業技術職員（技術職員及び作業職

員（労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づく安全衛生教育（労働安全衛生規則

（昭和47年労働省令第32号）第36条第８号に掲げるチェーンソー取扱業務並びに刈払機

取扱作業に関する教育に限る。）を受けた者をいう。））を５人以上雇用していること。

ア 通年（年間210日以上）雇用されている者であること。

イ 健康保険、労働者災害補償保険、厚生年金保険、雇用保険及び退職金制度に加入して

いること。

⑷ 政令第167条の11第１項において準用する政令第167条の４第１項の規定に該当しないこ

と。

⑸ 島根県税（個人の県民税及び地方消費税を除く。）の滞納がないこと又は納税義務がな

いこと。

⑹ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

（入札参加資格審査の申請手続）

第３条 入札参加資格の認定を受けようとする者は、森林整備工事入札参加資格審査申請書

（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければ

ならない。

⑴ 法人にあっては、登記事項証明書

⑵ 個人にあっては、誓約書（様式第２号）

⑶ 営業所一覧表（様式第３号）

⑷ 第２条(1)イによる改善計画の認定を受けている場合にあっては、改善措置計画認定書の

写し

⑸ 第２条(1)ウによる公表を受けている場合にあっては、登録通知書若しくは県ホームペー

ジの写し

⑹ 委任状（契約の締結に係る権限を委任する場合に限る。）

⑺ 県民センター所長が発行した県税の滞納がないこと又は納税義務がないことの証明書

（申請日前３月以内に発行されたものに限る。）

⑻ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと又は納税義務がないことの納税証明書（申請日

前３月以内に発行されたものに限る。)

⑼ 法人にあっては、貸借対照表、損益計算書及び剰余金又は欠損金の処理状況を明らかに

した書類

⑽ 個人にあっては、青色申告書の写し又は資産及び負債の状況を明らかにした書類

⑾ 森林整備施工実績一覧表（様式第４号）



⑿ 知事が別に定めるところによりしまね障がい者就労応援企業（しまねゆめいくカンパニ

ー）の認定を受けている場合にあっては、当該認定を証する書面の写し

⒀ 知事が別に定めるところによりしまね子育て応援企業（こっころカンパニー）の認定を

受けている場合にあっては、当該認定を証する書面の写し

⒁ 知事が別に定めるところによりしまね女性の活躍応援企業の登録を受けている場合に

あっては、当該登録を証する書面の写し

⒂ 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類

２ 前項の規定により提出する書類のうち、申請書及び委任状は、日本語で作成し、その他の

書類で外国語で記載したものは、日本語の訳文を付記し、又は添付しなければならない。

３ 申請書は、農林水産部森林整備課へ持参し、又は郵便若しくは民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者、同条第

９項に規定する特定信書便事業者若しくは同法第３条第４号に規定する外国信書便事業者に

よる同法第２条第２項に規定する信書便により送付するものとする。

（入札参加資格審査）

第４条 入札参加資格審査は、隔年度に実施する定期審査（以下「定期審査」という。）及び

随時に実施する随時審査（以下「随時審査」という。）とする。

２ 定期審査は、これを実施する年度の１月４日から２月末日までの間に限り申請することが

できる。

３ 随時審査は、新たに入札参加資格の認定を受けようとする者に限り申請することができ

る。

（入札参加資格審査の結果の通知）

第５条 知事は、入札参加資格の審査の結果を申請者に通知するものとする。

（入札参加資格の有効期間）

第６条 入札参加資格の有効期間は、定期審査については当該認定を受けた年度の翌年度の４

月１日から２年間、随時審査については当該認定を受けた日から直後の定期審査が実施され

る年度の３月31日までとする。ただし、知事は、特に必要があると認めた場合には、入札参

加資格の有効期間を変更することができる。

（申請書の記載事項の変更届）

第７条 入札参加資格者は、次に掲げる事項に変更があったときは、遅滞なくその旨を書面に

より知事に届け出なければならない。

⑴ 商号又は名称

⑵ 営業所の名称又は所在地

⑶ 法人にあっては代表者の氏名、個人にあってはその者の氏名

⑷ 使用印鑑

⑸ 第３条第１項第５号に掲げる委任状の記載事項

⑹ 林業技術職員数

２ 前項の書面は、日本語で作成しなければならない。

３ 第３条第３項の規定は、第１項の規定による届出について準用する。



（認定の取消し）

第８条 知事は、入札参加資格者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、入札

参加資格の認定を取り消すものとする。

⑴ 第２条第１号から第４号までの要件のいずれかを満たさなくなったとき。

⑵ 虚偽の申請により第２条の規定による認定を受けたことが判明したとき。

⑶ 営業を休止し、又は廃止したとき。

（認定の取消しの通知）

第９条 知事は、前条の規定により認定を取り消したときは、その旨及び取り消した理由を当

該者に通知するものとする。

（その他）

第10条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、別に定めるもの

とする。

附 則 （平成18年1月6日 島根県告示第11号）

この告示は、平成18年1月6日から施行する。

附 則 （平成18年3月17日 島根県告示第257号）

この告示は、平成18年4月1日から施行する。

附 則 （平成19年5月29日 島根県告示第466号）

この告示は、平成19年6月1日から施行する。

附 則 （平成25年12月20日 島根県告示第2557号）

この告示は、平成26年1月6日から施行する。

附 則 （令和2年7月17日 島根県告示第124号）

この告示は、令和2年8月1日から施行する。

附 則 （令和3年3月12日 島根県告示第190号）

この告示は、令和3年4月1日から施行する。

附 則 （令和3年6月18日 島根県告示第218号）

この告示は、令和3年6月18日から施行する。


